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１  背景と目的 

文部科学省1)は、発達障害等の障害のある生徒について、

高等学校卒業後の進路先で困難さを抱える場合があること

について触れ、学校段階からの卒業後を見据えた指導・支

援や、進路先への情報の適切な引継ぎを行うことの重要性

を指摘している。 

障害のある生徒に対し、適切な指導・支援を行っていく

上で重要となるのがアセスメントである。生徒の進路希望

が就労の場合は、就労に関わるアセスメント（以下「就労

のアセスメント」という。）を行い、生徒の希望と特性・

能力に応じた進路先決定及び進路先への移行に向けた準備

を支援したり、生徒の情報を適切な形で進路先に引き継い

でいったりすることが望まれる。しかし、高等学校におい

て、こうしたアセスメントのノウハウは蓄積されていると

は言い難い。 

今後、高等学校での障害のある生徒に対する指導・支援

の充実に向け期待されるのが、相談機能を持つ福祉・労働

等の関係機関（以下「福祉・労働機関」という。）との連

携や、地域のセンター的機能の役割を持つ特別支援学校と

の連携である1)。就労のアセスメントの実施についても、

連携による取組の１つとして行われることが期待される。

こうした連携が円滑に進むためには、福祉・労働機関や特

別支援学校における、高等学校との連携実績の向上や、障

害のある生徒への就労のアセスメントの活用に係るノウハ

ウの蓄積が重要になると考える。しかし、これまでこのよ

うな実態について把握した調査は見当たらない。 

以上から、本研究では、高等学校への相談支援を行うこ

とが想定される「特別支援学校」を対象とし、高等学校等

との連携状況を把握した。また、就労のアセスメントツー

ルの活用についてどの程度ノウハウを持っているかを確認

するため、自校の障害のある生徒の進路指導に当たり活用

している就労のアセスメントツールを把握した。 

 

２  方法 

(1) 対象 

全国の特別支援学校高等部1,014校（高等特別支援学校

を含む）とした（悉皆）。回答は、各校の進路指導担当や

特別支援教育コーディネーター等のうち、本調査の内容に

ついて最も実態を把握している者１名に依頼した。 

 

(2) 調査手続き 

2022年１月に郵送し、2022年３月までに郵送又はメール

により回収した。 

(3) 調査項目 

回答校の属性や以下の項目等を尋ねた。 

ア 高等学校からの相談や支援の依頼状況 

令和元年度から令和３年12月現在までに、高等学校から

相談や支援の依頼を受けたかどうか、依頼を受けた場合は、

依頼を受けた障害種と、対応が困難であった障害種を選択

形式にて尋ねた。 

イ 障害のある生徒への就労のアセスメントツールの利用

状況と、利用している就労のアセスメントツール 

自校の生徒への就労のアセスメントツールの利用状況を

尋ねた。具体的には、障害のある生徒の進路指導に当たり、

自機関で利用している就労のアセスメントツールの種別

（障害者職業総合センターの「就労支援のためのチェック

リスト」等の既存のツールを含めた）や、他機関が実施す

るアセスメントの利用の有無を選択形式にて尋ねた。選択

肢にないツールは、自由記述で回答を得た。 

ウ キャリア・パスポートの作成・活用状況 

2020年度より導入されたキャリア・パスポートの学習の

記録も、生徒の就労に向けた考えや状況を知るうえで一つ

の資料となりうる。そこで、自校の生徒に対するキャリ

ア・パスポートの作成・活用状況を選択形式にて尋ねた。 

(4) 倫理的配慮 

調査の実施方法について、所属機関の倫理委員会による

審議、承認を得た。また、対象校の所属長及び調査対象者

に対し、書面にて調査の趣旨と目的、参加と撤回の自由、

守秘義務等の倫理的配慮事項を伝え、研究協力に同意した

場合に、調査票に記入するよう依頼した。 

 

３  結果 

回収数は551件であった。分析ごとに有効回答数は異なる。 

(1) 高等学校からの相談や支援の依頼・対応状況 

高等学校から「依頼を受けた」が60.2％、「依頼を受け

ていない」が39.8％であった（図１）。 

依頼を受けた障害種として、最も多かったのは「発達障害」

であり72.3％、次いで「知的障害」が49.5％、「精神障害」

が25.9％と続いていた。相談や支援への対応が困難であった

障害種はいずれも10％以下であり少なかった（図２）。 
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(2) 障害のある生徒への就労のアセスメントツールの利用

状況と、利用している就労のアセスメントツール 

就労のアセスメントツールの活用は、74.5％であった

（他機関が実施するツールの活用を含む）（図３）。自校

での利用は53.2％であった。選択肢に挙げていた既存の

ツールの利用状況は低く、その他のツールが利用されてい

た（図４）。自由記述回答を見ると、自校で作成したリス

トや評価表が多く挙げられていたが、いくつか既存の検査

等も挙げられていた（表１）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表１ 就労のアセスメントツールに関する自由記述回答 

その他のチェックリスト名 その他のツール名 

自校で作成したリスト、地域で

作成したリスト、CLISP-dd、就

労パスポート 等 

自校で作成したリスト・実習評価表、

GATB、ＶＲＴ、VinelandⅡ、WAIS、

TTAP、BWAP2、ESPIDD 等 

 

(3) キャリア・パスポートの作成・活用状況 

最も多かったのは「キャリア・パスポートの作成は進ん

でいない」であり45.4％であった。進路指導に活かしてい

る事例がある」は28.0％であった（図５）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 考察 

７割強の特別支援学校が就労のアセスメントを活用して

いることからも、就労のアセスメントが障害のある生徒へ

の進路指導において一定の役割を果たしていることがうか

がえる。就労のアセスメントを行うことで、より客観的に

生徒の特性や適性を把握でき、生徒の能力が十分に発揮で

きる職業・職場選択へと寄与することを期待し活用されて

いると思われる。しかし実際に活用しているツールについ

ては様々で、学校の実情に応じてツールを選択・活用して

いる可能性がある。活用するに当たり、ツールの特徴を把

握すること、学校の進路指導の方針や生徒の実態を考慮す

ること、活用する目的を明確にすること等が欠かせない。 

一方キャリア・パスポートについては、導入されて間も

ないとはいえ、特別支援学校では進路指導に活かしきれて

いない。特別支援学校では個別の教育支援計画や個別の指

導計画をキャリア・パスポートの活用に代えることが可能

であり、そのために作成していない学校が約半数もあるの

ではないかと推察する。しかしキャリア・パスポートの目

的を踏まえて活用すれば、進路指導に有効な教材であるこ

とは明らかであり、障害のある生徒に対しても同様である。 

今後、高等学校に在籍する生徒の就労のアセスメントの

実施に当たり、特別支援学校等との連携のもと、どのよう

なツールをどのように活用していけばよいか検討していく

必要がある。 
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図１ 高等学校からの相談や支援の依頼の有無（n＝545） 

図３ 就労のアセスメントツールの利用状況（n＝530） 

図２ 高等学校からの相談や支援の依頼・対応状況（n＝321） 

図５ 進路指導におけるキャリア・パスポートの活用状況（n＝540） 

図４ 障害のある生徒に利用している就労の 

      アセスメントに関するツール(n＝530） 
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